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「地域づくり教育」への国際的連関

鈴木敏正

International Relationship towards Community Development Education 

Toshimasa SUZUKI 
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I はじめに一一「地域づくり教育」とその背景

本稿の課題は，現段階における国擦的な課題として r地域社会発展communitydevelopmentJ 

にかかわる「地域社会教育communityadult educationJ，すなわち「地域づくり教育community

development educationJが求められてきていることを明らかにするところにある。ここで「地域

づくり教育」というのは，地域住民が地域づくりの活動を展開する擦に必要となる自己教育活動

を援助し組織化する実賎である。

筆者はこれまで r主体形成の社会教育学」の立場から，地域づくりを進めるためには地域住民

の主体的な学習活動(自己教育活動)が不可欠であると主張してきたが，その学習活動は何より

もまず地域づくり実践そのものの中に含まれ，地域づくりと不可分に展開するという理解から，

「地域づくりの学習的編成」が求められることを指摘したい)。そこでは「学習の構造化」が求めら

れ r地域づくり学習」と呼ぶべき領域の設定が必要になるが，自己教育活動の展開という視点か

ら見るならば r現代の理性」が問われるものであった。

そこで，こうした椀点から自己教育活動の諸実践を位置づけ，具体的な「地域づくり学習」の

実按分析も行ってみた(2)。しかし，日本においてはなお「地域づくり教育」という理論的・実践的

な領域が一般に認知されているわけではない。そこで，思際的にみて「地域社会教育j が最も発

展している地域のひとつと考えらるイギリスの北アイルランドを取り上げ，中でも典型的な民間

の成人教育センターとしてのアルスター・ピープルズ・カレッジの展開過程に期して「地域づく

り教育」の成立過程とその内実を検討してみたへこれらに基づいて「地域づくり教育」の性格を

特徴づけるならば，次のように雷うことができる(九

すなわち「地域づくり教育」は，第1に，地域社会教育と地域社会発展(地域づくり)の接点

に位置づくものであるが，地域社会発展の手段ではなしまた，地域社会教育一般でもなく，独

自の目的・内容・方法をもっ教育実践である。

第2に，現代において求められている「不定型教育Jの代表的実践である。それは学校教育製
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の「定型教育」や，地域住民の自由な学習としての自己教育活動ニ「非定型教育Jと区別される領

域をもちながら，それらを媒介し構造化する教育実践である O

第3に，しばしば教育活動と訓練活動との結合がなされ，教育関連活動としての普及・保健・

・コミュニティワ…ク・ソーシャルワークなどとの連携において展開されるものである。

第4に，それが援助・組織化する学習活動は，専門的な教育施設の内部というよりも，地域社

会において展開されるものであり，地域づくりという社会的活動と不可分の関係で展開されるも

のである。筆者はこれを，社会教育専門施設においても行われる「前段自己教育」としての意識

北や自己意識化とは異なり，理性形成が実践的に向われる「後段自己教育」の過程に位罷づけて

いるが刊とくに社会的活動とかかわる学習という意味で「社会学習sociallearningJと呼ぶこと

ができる。

第5に，学習者としての地域住民と地域社会教育英践者の協同によって推進される「地域社会

とともにある教育」である。それは学費者によって展開される「地域社会における教育」とも，

教育実践者が主体となって進められる「地域社会のための教育」とも区別される。

本稿では，以上のような特徴をもっ「地域づくり教育」が求められる国際的な経緯を明らかに

したい。その際，不定型教育としての「地域づくり教育」についてはすでに検討してきたところ

なので肋重複を避け，地域社会発展と成人教育・地域社会教育の接点において「地域づくり教青」

が成立してくる事f育について焦点をあわせることにする。
現段轄の日本において「地域づくり教育」が求められる背景は，第1に，地域づくりそのもの

の展開にあるであろう。地域づくりの中でもとくに地域の資源と地域住民の力量に依拠していこ

うとする「内発的発展」においては，-人づくり」と結びついた学習活動が必要となってくる。

第2に，地域生涯学習政策の展開がある。従来の公的な社会教育とは異なり，総合行政として

推進されている地域生涯学習行政においては，地域づくりがひとつの大きな目的となっている場

合が多い。それはいわゆる学社連携にはじまり，労働行政や厚生行政そして産業行政との連携を

重視するもので，生涯学習そのものによる地域づくりも展開している。

第3に，社会教育の新たな発展方向としてである。これまで，とくに公的な社会教育はその教

養主義的性格が批判されてきた。地域の再建をめざす地域づくりに教育活動が不可欠であること

が理解されてきている今日，そこで社会教育が君主要な役割を果たすのでなければ地域社会での存

を失ってしまうであろう。それ以上に，-地域づくり教育Jは，教育全体の中で社会教育の

位置づけをする上で重要な領域である。

国擦的にみるならば，第1に，第三世界における地域開発の展開がある。貧爵な諸題の自立的

発展にとって教育が重要であることは一般に理解されるようになってきている{九そこでの開発

が先進霞からの押しつけではなしみずからの摩史的・文化的・自然的な条件を生かして自主的・

主体的に開発を進めようとするときに地域住民の自己教育活動が不可欠なものとなり，それを援

助・組織化する教育実践，すなわち「地域づくり教育」が求められるようになってくるのである。

第2に，これとほぼ間じ論理で先進諸国の中からも，社会的に不利益を被ってきた諸地域から

「地域づくり教育」が生まれてくる。それは衰退するイナーシティや，過疎化する農村，あるいは

さまざまなマイノリティの集団が居住する地域において展開している。

第3は，以上と結びつきながらも，成人教育とくに地域社会教育の展開から「地域づくり教育J

が求められてくる。そこで意識されているのは，自由主義的な教育や改良主義的(福祉関家的)

な発想、による成人教育の限界である。
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以上のことをふまえて本稿は，次のように構成されている。まずIIにおいて，日本における内

発的発展論から，それに照応する地域社会教育が求められてきていることを指摘する。次いでIII

では，内発的発展識が形成されてくる背景となった，第三世界での開発論を取り上げ，そこで提

起されている開発にかかわる教育訓練の転換，とくにR.チェンパ…スが強調する「学びにおける

逆転Jの意味と，そこから生まれてくる地域住民の「エンパワーメントJの必要性を強調するJ.

フリードマンの開発論における学習活動の性格づけを考察する。そしてNにおいて，地域住民が

参加する開発における教育実賎の舟実を， P.オークレーの整理に基づいて検詑する。

これらをふまえてVでは，先進諸国とくに英米における実践例として，プレイレの理論と実賎

を発展させようとしたカークウッド夫妻のものと r地域社会発展のための成人教育」の到達点と

みることができるE.ハミルトンの理解を吟味する。さらにVIでは，そこから生まれてきた課題に

実賎的に取り組んでいたものとして，アンティゴニツシュ運動とT.ラベットの地域社会教育実

践をとりあげて「地域づくり教育」への展開過程を検討する。VlIは，まとめである。

II 内発的発展論と「地域づくり学習」

まず，日本でもっともポピュラーな「内発的発展endogenousdevelopmentj論からみていくこ

とにしよう。それは，次節でみる関擦的な開発論の中から生まれてきたもので，それまでの先進

諸国とりわけアメリカ主導型の偶発(8)に対して，第三世界の各地域における文化や伝統，あるい

は入関としての基礎的な要求や生態系を重視した開発を進めようとして生まれた考え方であると

されている(9)。

「内発的発展」という考え方が日本で一般に知られる契機となったのは，鶴見和子・111回侃編f内

発的発展論~ (1989年)である。そこで西111潤は，内発的発展の思想は「近代以棒，つねに他民族・

他者とそして自然を収奪することにより，人頭の限られた一部に富を集積し，このような価値観

を唯一絶対のものとしてすべての人間に押しつけることを至上命令としてきた欧米起源の資本蓄

積・経済成長論，近代化論にたいするアンチテーゼとして，人類の多数の側から生まれてきたも

のjであると言う。「内発的発展Jという用語の超源について西川は，スウェーデンのダグ・ノ¥マー

ショルド財閥が1975年に国連の経済特別総会に提出した報告書の中であるとしたが，最近でもそ

うした理解が受け入れられている (10)。

もっとも，問財団のパンフレツト『今，何をなすべきか?:もうひとつの開発』が提起したの

は「オルターナティヴな開発」であり r人間中心の開発j であった。すなわち rすべての男性

と女性一人間としての男性と女r投ーの開発モデ、Jレj，r世界の多数を点める貧困層の基本的ニーズ

の充足をめざす開発j，r表現，創造性，快活，自己決定などのニーズを充足させることにより，

人間が人間らしくあることを保証する開発」であった(1九「内発的開発(発展)Jを主導したのは，

時期的には重なるが，単一発展モデデ、yルレである W

F踏皆』れ， 1凹96ωO年)を厳しく批判した，ユネスコの専門家会議のようである(12)。

用語のプライオリティ争いはともかく r内発的発展」が戦後世界体制が崩壊しはじめた時期に，

まさに「現代的」な概念として提起されてきたことには留意してよい。そこには産業社会や西歌

型文化モデルへの批判があり，それに対して自分たち自身から，さらには人間としての生き方か

ら出発して，新たな地域社会を形成しようという運動があった。その背景には，先進毘主導型の

開発が経済的使略を越えて「文化的帝盟主義」の展開となり，第三世界に「文化的疎外」をもた

らして，ついには「主体の喪失」に至らしめるものであったという評価がある。
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こうした視点を明確に打ち出していて注目されるのが，ベルギーのNGOである「文化と開発・

南北ネットワ…ク」の所長， T.ヴェノレヘルストである。彼は，開発とは「究極的には，文化的と

でも言うべき総合的な過程」であり r文化こそが開発にその存在意義と呂的を与えてくれるJと

うO しかるに従来の開発論，しかも内発的発展論ですらも，経済と政治の分野に集中し，文化

をなおざりにしてきた。彼は，そもそも「内発的発展とは，経済的，政治的かつ文化的自立への

一過程」なのであり r自己への信頼」を確信し，経済的活動と政治的決定の主導権を取り戻すた

めには，何よりもその基本となる「文化的基盤の確立」が不可欠である，と主張する{問。

ここで控目ずべきことは，第1に，.文化Jの理解であるO ヴェルヘルストは，文化とは「経諦，

技補，社会を一つに包含する全体j，r一つの共同体の暮らしのあらゆる側面の娘底ですすんでい

る動的な過程」であり，.ある人間の集屈がその自然的社会的環境にうまく適応するために編み出

した，独自の解決策の体系全体」である。したがって，それは偲々の民芸品や芸術?といったもの

ではなく，生活の中にある民衆文化・土着文化で，宗教，英知，傭{直観，ノウハウ，共同体に蓄

積された知識といったものである川。

第2に，開発の論理がもたらす「文化的疎外や精神性の貧翻化，そして主体の喪失は，ヨーロツ

パ人を苦しめている病気でもあるj と理解していることである。現在の「西欧の危機」が意味す

るものは「自分たちの内に秘めた文化的アイデンティティから次第に切り離されてしまい，もは

や自己で決定を下すことができない」ということである。したがって彼は，第三世界の開発にか

かわろうとする NGOは「何よりも自盟で支配的な社会的政治制度を変革することに努めるべき」

であって，その経験をもってはじめて r異文化問の交流j，第三世界の人々と「共に連帯して闘

うJ ことが可能になると言う(1的。

ヴェルヘルストが「文化的陳外J を克服し「文化的自立」をもたらすような「内発的発展」論

を展開する論拠は，以上のようなものである。彼は， 1985年， EECとACP(アフリカ，カリブ，

太平洋諸国)の 66カ閣で締結された「ロメ協定IIIjが「社会・文化協力j，，.自分たちの文化的ア

イデンティティの促進」の条項をはじめて盛り込んだことに期待を寄せているo それは「各文化

共間体に固有の価値やノウ・ハウを考慮しないような開発プロジェクトは，もはや受け入れられ

ないということが公式に意志表示」されて， EECとACPの双方で批准されたと考えられるから

であるロヘ

さて，日本においては鶴見和子が， 1976年，アメリカ社会学における近代化社会開発論を批判

し r後発国もまた，内発的発展がありうること」と「地域における文化遺産(伝統)と，地域住

民の自己変革と主体性」を重視して r多系的」な「内発的発展」を提起した。それはその後 r目

標において人類共通であり，自標達成への経路と，その自標を実現するであろう社会のモデルに

ついては，多様性に富む社会変化の過程」であると定義されている(17)。そして， 80年代以蜂，日

本における「内発的発展論」のオピニオン・リーダーとなっていった宮本意ーがこの考え方を採

用するにいたって，彼の影響を受けた地方財政・地域経済学者たちに急速にひろまり，一般によ

く知られる概念となっていったのである(1九

ここで注目しておきたいことは，その理念においてばかりでなく，現実に内発的発展を進めよ

うとすればするほど，結局，その担い手の形成が間われるから r地域住民の自己変革と主体性」

を形成するための学習・教育的契機を重視せざるをえないということである。たとえば宮本は，

鶴見らの共編著と関じ年に出版された f環境経済学』の最終宝誌を「内発的発展と住民自治」とし

ている。そこで内発的発展については r地域の企業・組合などの閏体や個人が自発的な学習によ



「地域づくり教育J への国際的連関 159 

り計画をたて，自主的な技術開発をもとにして，地域の環境を保全しつつ資掠を合理的に利用し，

その文化にねざした経諦発展をしながら，地方自治体の手で住民福祉を向上させていくような地

域開発J であると定義し I自発的な学習」や「自主的な技術開発」を重視していた(問。

さらに宮本は，環境の質を維持・向上させるためには，自治権と環境権の確立，住民参加の制

度化だけでなく I人民の文化水準(人間の『質』といってもよい)と自治能力(地域の政治や経

済を管理する能力)jを形成するための教育，とりわけ「社会教育」が必要であることを強調した。

そして，環境教育においてはデスクワークだけでない「体験学習」や「フィールドワークj，I学

擦的な講義」や「現地謂査」が重要であるとし，注目すべき世界的な動向として，①環境教育と

「都市・地域計画への知的参加」の結合，②学習するだけでなく「自ら創造することj，③「環境

教育の国際交流」をあげ I民衆レベルの国捺的な環境教育に未来社会の期待がかかっているJと

結んでいた(20)。

以上のような指摘は，社会教育学の立場から「地域づくり学習J は「現代的理性」の形成過懇

であるとしてきた筆者の視点、(2りからしても注目される。すなわち，何よりも筆者が現代的理性形

成の出発点であると考えている「環境教育」と内発的発展論の接点において「社会教育j，I民衆

レベルでトの関際的な環境教育」が重視されているということである。具体的には，①観察的理性

形成にかかわる「フィーノレドワーク」や「現地調査j，②行為的理性形成にかかわる「自ら創造す

ることj，③公共的理性形成にかかわる「都市・地域計画への知的参加」が具体的に指摘され，協

同的理性形成も「自ら創造すること」の中に事実上，含まれていると考えられるからであるo

しかし w環境経済学』において提起されたこれらの指摘は，その後の内発的発展論において充

分に展開されているとは脅えない。のみならず，内発的発展の理解そのものにおいて学習・教育

活動の位置づけが弱くなってきている。たとえば，宮本の提起を受けて保母武彦は，当初，内発

的発展の「外的な基礎条件」として①平和，②大企業への規制，③分権と地方自治をあげ，さら

に「地域内J の基礎条件として，①住民の自発的参加に基づく民主的な政治と行政，②環境保全

の社会計画とこれを枠組みとする地域経済計画，③住民の文化水準の向上 I社会教育と自己学留J

をあげていた(カッコは筆者)(叫。しかし，内発的発展論をより詳掘に展開している近著では I人

権の擁護，人間の発達，生活の質的向上を図る総合的な地域発展を目標とする」という「原理」

の指摘はあっても I社会教育と自己学習」への雷及はない(問。

とはいえ，内発的発慢の典型として紹介されている事例においては，保母も学習活動の重要性

を無視することはできない。全体として町長や匹長のリーダーシップを強調するほどには地域住

民の主体形成の過程(したがって，学習過組)が重視されていないきらいがあるが，北海道下同

町では地域づくり運動・学習活動をする町民の中から第2世代のリーダーが育ってきていること

に，同町の内発的発展の「強みj をみている。また，宮崎県綾町での重要な教習iIとして，自治公

民館活動を還した地域住民の学習活動を指摘している。さらに，新潟県場沢町の事例では!日村の

「石打区」の忠治活動があり，そこで環境や伝統文化の保存・継承，次世代の教育と間際交流活動

が麗関されていることを重視してる (2九

問題は，これらが再発的発展の論理の中に不可欠のものとして，具体的に組み込まれていない

ことである。また，これらの学習・文化活動が従来の社会教育活動と異なる間有の意味や，区や

自治公民舘の果たす役割とその限界などは考察されていない。日本における「地域づくり教育J

の内実を明らかにするためには，これらの検討は不可欠であろう。

「地域づくり教育」の閤有の論理の濠解にかかわって重要な提起をしていたのは，それまでの内
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発的発援論の成果をふまえつつも，それらにやや批判的であった守友梅ーである。すなわち守友

は，内発的発展論は農村における事例を出発点として展開してきたが，その評価が適切であった

かどうかと聞い，-農村における基本問題に切り込んでいるのかどうか，それと顕民経済の枠組み

との関連は如何といった点で，大きな弱点J をもっていたとする。しかし，守友の分析は決して

経済構造の検討に終始しているわけではなく，結論においては， 21世紀の地域づくり運動の進路

は「相互の差異を認め合い，それを共同の資産として新しい社会を形成していく力とするという，

協同と連帯，人開発達の流れに位置づけていくことが必要」であると言う問。

守友がこのように主接するのは，ひとつに r地域の再生J を人間発達の視点から捉えて r人

間の才能の共同資産」という「見えない財」を発展させることを重視する油上停の議論を援用す

るからである。油上は「発達の経済学」からさらに「文化経済学」へと展開し，地域の「盟有価

値Jニ個性を相互に活かし合うような内発的発展を強調している(2九そこには，既述のヴェノレヘル

ストの主張に重なるものがあると言える。

より重要なのはもうひとつの論拠であり，宮本に代表される内発的発展論の基本的な問題点を

次のようにみるからでもある。すなわち，宮本理論は鶴見らの議論から得られた「演縛的結論J

であり，地域の諸事例はその傍証としての役割しか果たさず r地域の現実から出発し，地域のか

かえる課題を，国全体の変革のプログラムと結合して提起する点で弱さ」が生まれたのであり，

「課題化的認識の方法の弱さJ が現れたのである，と (2九

この「課題化認識」とは，雷うまでもなく，上療専禄が「法則化認識」と r{密性化認識」に対

して地域認識の間有の方法として提起したものである。地識を主体的に，抵抗・変革の場と捉え

る上原のこの理解を重損した守友は，-地域の現実を主体的にどう変革していくのか，そうした課

題化認識の方法こそが，地域をとらえる上で最も大切なのである }28)と苦う。この点が，守友にお

いて徹産され，具体化されて，対象とした地域の住民において「課題化認識」が形成されてくる

学習過程が分析されているわけではない。しかし，内発的発展論を批判的に発展させるという方

向において r課題化認識」の意義が指摘されたことは重要である。

「課題化認識」は地域をいかに把握するかということから捷超されているもので，地域づくりそ

のものの展開過程に即した「認識」の展開を具体的に検討するためには不十分である。厳密に

えば，認識の側面だけでなく，価値意識の側聞を含めた「意識」の総体の分析が必要である。し

かし，内発的発展論において，狭い意味の地域経済学，あるいは地域の客観主義的な分析の限界

が理解されてきていることに注目すべきである。それは「地域づくり教育」の出発点であると

える。

こうした視点、から筆者は，上原の雷う「課題化認識j は「法則化認識」と r{国性化認識」を否

定するものではなく，弁証法的に止揚するものであり，それは「悟性化」と「自己意識化J を実

践的に統一する理性形成の論理であると理解し，具体的に，研究者ではなく地域住民の，-地域づ

くり学習」の過程における意識変革として展開し，実証を試みた(問。

III r学びにおける逆転」からヱンパワーメントへ

さて，内発的発展論が生まれてくる母体であった，第三世界の開発論においては，-地域づくり

教育」という視点から見てどのような展開がみられたのであろうか。それは先進国主導型の開発

に対して，既述のように第三世界の諸地域の主体性を尊重した開発を求めるところから主張され

てきたものであり rオルターナティヴな開発J，，-人間的開発J，あるいは「参加型開発」などと
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呼ばれ，最近では環境問題を重視した「環境型開発」や「持続可能な開発}制，よりラデイカルに

「脱開発}31)を主張するものもあらわれてきた。

ここでは，本稿の課点からみて重要と患われる議論をみておくことにしよう。まず，それまで

第三世界の農村でほとんど無損されてきた地域や階層に注自すべきこと，すなわち「最後のもの

を最初にすること puttingthe last firstjを強調し r学びにおける逆較」を提起していた，R.チェ

ンパースの F農村開発論.!(1983年)である。

第三世界の農村開発に実接的にかかわってきたチェンパースは，みず、からを含めて，開発援助

をするものが「アウトサイダ-jであると理解することから出発する。自分たちは，知識におけ

る「周辺」に対する「中心」に，農村に対する都市にいて，しばしば「農村開発ツアーj のかた

ちで農村の貧困を理解しようとしている。チェンパースは，そこから r6つのバイアス」が生ま

れてくると言う。すなわち，①都子打席辺，あるいは道路のあるところの周辺しか見ないという「場

所に対するバイアスj，②開発プロジェクトが行われたか行われている地域が中心となるという

「プロジェクトのバイアスj，③農村のエリ-)--，男性，新しい施設・技術の利用者，活発な人々

などの「接触する相手に関するバイアスム④1年のうち最も生活が顕難な雨季を避けるという「乾

季のバイアスj，⑤最も貧しい人々との接触を避けるという「礼儀正しさや臆痛さから生まれるバ

イアスj，@専門的な知識や価値観からしか農村をみない「専門分野へのバイアス」である。彼は，

これらのバイアスを乗り越えて r知られざる存在の人々」に住田しなければならないことを強調

する(32)。

それが「最後のものを最初にする」ということなのだが，そのために披は，これまでのアウト

サイダーの知識と価値観，開発とそのための調査の方法などを批判的に再検討し r逆転」のため

の「ニュー・プロブエツショナリズムJ や，実用的調査法としての「速成農村諦査法」などを提

起するのである。それらをふまえてチェンパースが主張しているのが r学びにおける逆転」なの

である。その意味は，以下のようである(33)。

それはアウトサイダーが持っている間定観念，すなわち彼らが農民を教育するとか，貧しい人々

の生活を向上させるのだといった考え方を転換させ，アウトサイダーが「農民や農村の貧しい人々

から学ぶJ という方向，むしろ「農民がアウトサイダーたちを教育し，アウトサイダーたちの自

を覚まさせ」るようにすることである。この「学びにおける逆転」を実現するためのアプローチ

としてチェンパースは，次の 6つを挙げている。

すなわちアウトサイダーが，第1に r腰を捧ろして，尋ね，耳を傾ける」ことである O 単にア

ウトサイダーが「生徒」となるというだけでなく r気軽に集まった小さなグループが自分違の知

識や考え方を交換することに」によって得られるものを重視することでもある。第2に r最も貧

しい人々から学ぶ」ことである。最も貧しい人々自身が「どのように物事に対処しているか」に

ついては r彼らがエキスパートであり，持も知ろうとしない愚かなアウトサイダーたちよりもは

るかに知識がある」。そうした埋解は r貧しい人々が自分違の力で運命を変えていくことができ

るようにする」ためにも不可欠である。

第3は rその土地の伝統的技術の知恵から学ぶ」ことである。そのためには，地元で使用され

ている言葉の編纂，ゲームや対象物の数量化，あるいはランク付けといったアプローチもある O

第4は r共同で行う研究・開発」である O 「農民のおかれている状況の中で農民とともに」共同

研究をしたり r新しい技術を開発したり試したりするパートナー」として認めることである。

第5は， rj!動きながら学ぶJ ことである。「農民やその勉の人々ととも実際に体を痩って働くこ
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とによって，また彼らがしていることを自分でもやってみることによって」学ぶことである。第

6は rシミュレ…ションゲーム」である。それは貧しい人々の世界を寵接経験する時間もチャン

スもない場合に，ロ…ノレプレイや討論などによって学習するもので，チェンパースは「農村開発

に関わる研修所や大学のカリキュラムにも組み入れるべき」であると言う。

以上のようなアプローチをとる「学習における逆転」には，次のような長所があるとチェンパー

スは結論づける O すなわち，①農村の人々にイニシャティヴをあたえ，彼らが自発的に情報を提

供したり，考えを発展させたりするようになる，②質問する者とそれに答える者との関係をより

対等なものにする，命中央に集積された知識に新たな知識をつけ加え r教師である農村の人々と

生徒であるアウトサイダーの双方にとって」分かち合いや，共に学ぶ過程となりうる，というこ

とである。

こうした結論の眼りでは， における逆転Jは中央による開発そより効果的に進めるための，

改良主義的方法であるということができるかも知れない。しかし，チェンパースは「学漕におけ

る逆転J は「マネジメントにおける逆転J なしには起こり得ないことも指構している(判。それは

基本的に権威主義・官僚主義から「参加盟」への転換を意味しているのであるが， トップが計画

したものを下にいる者が実施するような「青写真型アプロ…チ」から，村人とプログラム担当者

が共に知恵や持てるものを出し合うような「学習過程アプロ…チJへの転換とも表現されている。

における逆転」と「マネジメントにおける逆転」とが相互規定的であるとも言えるであろう。

彼はさらに r学習における転換j 以外にも rコミュニケーションのスタイルJ，rスタッフの

人事移動」のあり方 r貧しい人々のエンパワーメント Jを挙げている。とくに注目すべきなのは

最後の点であり，分権化を進め，行政や公共サービスを，人々を力づけ，手助けするような機関

にするためには r貧しい人々がもっている権利」を明確にすることと r共通の利害を持った人

達がグループをつくって，自分遠の権科を要求できるようにすること」が条件であると言う。

そして，アウトサイダーとしては「個人によるアクション」が重要であることを強調する。そ

れは何よりもJ認識を深めることが，必ずしも意識変革につながるとは眠らないJ，r意識が変わっ

たとしても，行動が変わるとは隈らないJ，r行動を変えれば，そこから得られる経験によって，

意識や認識を変えることができるJ と考えるからである O 認識と意識を匿別しながらも，開発に

おいては(意識変革をともなう)行動こそが重要な意味をもっているということが強調されてい

るのである。また r各舘人が行動を変えることによって，社会を新しい方向へ導いていくことが

でき，またそれによって自らも変わっていく」からであるとも言っている。

筆者はこれまで，意識を認識と価値意識の統一と考え，意識変革過程として学習過躍を捉えて，

「地域づくり においては地域づくり実践そのものを学習過程として理解することや，社会変

と自己変革を統一することの重要性を強調してきた。そうした視点にたって，上掲のチェンパー

スの指摘に注目しておきたい。

しかしながら，チェンパースの議論は全体としてアウトサイダーの側からの自己批判的総括で

あり，アウトサイダーが「地域住民とともに」開発を進めることの重要性を強調するものであっ

た。そのことは r学習における逆転」といつでもあくまでアウトサイダーの学習の転換に重点が

あり，地域住民自身の学習過程についての検討がなされていないことに現れている。われわれは，

地域住民のエンパワーメントの過程としての「オルターナティヴな開発」のあり方を間わねばな

らない。

そこで次に wヱンパワーメント:もうひとつの開発の政治学』という した].フリード
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マンに注目してみよう。その基本的思想、は「日本語販への序文J，rまえがき」に表現されている(3的。

すなわち，フリ}ドマンは貧困を「政治的なもの」として捉え r宇土会的な力の剥奪の一形態」

であると雷う。この剥奪された力を再獲得していく過程がエンパワーメントにほかならないのだ

が，その擦に，社会的・政治的・心理的の3つの形態のエンパワーメントがあるものとし，個人

を社会的動物として捉える立場から「世帯」を出発点に考える。そこでは「世帯が，社会的な力

の基盤を相互的，螺旋状的に築いていくなかで，社会的な力を獲得し，その過程を通してさらに

r政治的な力』が生まれてくる」と考えられている。つまり，社会的エンパワーメントから政治的

エンパワーメントへという螺旋的なプロセスが考察の中心になるのであるが，個人的なものとし

ての心理的エンパワーメントはこれらのあらゆる局面で生じるとされている。

オノレターナティヴな開発については，一般に参繭型民主主義，適正な経済成長，性の社会的な

平等，世代間の平等などを主張する実践と考えられているが，フリードマンは「自分たちの歴史

を創る主体としての民衆jに対する思い入れを述べ r民衆のエンパワーメント一人々の集罰的な

自己ヱンパワーメントーこれが，オ1レタナティヴな開発実践の核心」であると言う。ここでわれ

われは，学習活動を人々が「みずからの鹿史を創る主体に変えるものJ であると謡ったユネスコ

「学晋権宣言J (1985年)を想起しても良いであろう。

このような「エンパワーメント路線」は r~なわばり』としてのコミュニティにおける自律的

な意志決定，地域密立(自給自足ではない)，直接(参加的participatory)民主主義，経験に基づ

く社会的学習」を重視する。世帯を単位にしながらも「小さな地域」を出発点とし，全国的・国

際的規模にまでひろがるエンパワーメントを考えているのであるが，エンパワーメントの過程が

同時に「経験に基づく社会的学習」の過程であると考えられていることに注目しなければならな

い。オルターナティヴな開発の臼的は「主流派の方か，オルグナティヴの方かの二者択一を迫る

ことではなく，両者を劇的に変容させ，力を剥奪された人々を政治的，経済的プロセスに包摂し，

市民として，また人間としての権利を認めさせるJ という「弁証法的」なものであるから，経験

重視の学習も「理論的な知識との創造的な緊張関係」にあるものとされている O

フリードマンは以上のように現実的かつ弁証法的に「オルタナティヴな開発」を考えるのであ

るが，そこでは力を剥奪された人々が「集団的に告らが切りひらくエンパワーメントのみが有効」

であり r真のエンパワーメントは，決して外から与えることができないものjであるとされてい

るo 外部機関の役割は彼らが「伝統的な依存関係から逃れる手助けをすること」であり r貧しい

人々が自らのコミュニティで活発に動く際に生じる恐怖を克服できるよう彼らを導き，肯定的な

自己像と自信あふれる発言をもって地域社会のリーダーを決め，その人を支持し，共同で開題解

決が図れるよう彼らを励ます」こと，すなわち「集団行動による を常に強調してしかるべ

きであると言う (36)。

この過程でフリードマンは，専門家は「民衆のためというよりも，民衆とともにあるべきであ

る」として「開発の学留アプローチ」を重視する，既述のチェンパースの見解に賛意を示しなが

ら，新しいやり方を貧しい人々自身が身につけるという「学習こそがエンパワーメント路綜の重

要な側面」であり rキ目Ii.学習」が強調されなければならないとしている(3九

こうしてオルタナティヴの開発の教割!として「社会的学習アプローチを適用すると，成功する

可能性が高い」ことを指摘するのである。すなわち，開発において中心的な役割を漬ずるのは地

域であり r外部のエージェント」は「媒介や仲介者」となり，国家は「ゲームの基本的ルールを

決める補完的，支援的な役割」にとどまる。そうした事業は微妙で時間のかかるものであるが，
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地域を中心にするためには「棺互学習，忍、揺す強い意見聴取，異なった意見の受饗」が必要であり，

「プロジェクト自体に社会的学習の過程が含まれているものと考え，何が完遂され，何が失敗した

のかをたびたび評価すること，また実施過程において適切な軌道修正を行う用意があること」が

重要であると考えられている{問。

以上のように「集問的自己エンパワーメント J をめざす「オルタナティヴな開発」においては

「社会(的)学習sociallearningjが不可欠であるとされている。ただし，その内容は必ず、しも

体的かつ体系的に理解されているわけではない。専門家と地域住民の「相互学留j と地域住民の

開の「棺立学習J の区別と関連，経験と理論の「創造的な緊張関係j，r肯定的な自己像」を獲得

するための学習 r集関的行動による学翠j，プロジェクトの「評価」活動など，それぞれの意味

と具体的な内容を明らかにするとともに，相互の関連を動態的過程において位置づけるような「開

発学習」の理論化が求められているといえよう。

N r開発における参加J と教育的プロセス

さて，それでは以上でみてきたような，地域住民のエンパワーメントをめざす「オルターナティ

ヴな開発」の視点にたって，そのために必要な「社会学習」を進める教育実践の過程はいかなる

ものであろうか。現在のところ，この点について一般に合意されているような理論や実践モデル

があるわけではない。「オルターナティヴ、な開発」が「多系的なJ発展をすると考えれば，それは

当然のことかも知れない。しかし，それでもなお，そうした多様な発展形態の理解を含めて，わ

れわれはこの「社会学習」の論理を探って行かねばならない。

ここでは rオルターナティヴな開発」の中でとくに「参加盟開発」と呼ばれている開発のあり

方を総括した P. オークレー編著『民衆とともにあるプロジェクト~ (1991年)に控目したい。そ

れは，ひとつに，この著書は関連食糧農業機構 (FAO)，国際労働機構(ILO)，国連女性開発基

金 (UNIFEM)，そして世界保鍵機構 (WHO)の委託によって実施された研究の成果であり，第

三世界における開発の豊富な事例について，実践的な視点から再検討したものであるからである。

もうひとつは，基本的に「上から下へJの視点をもっ従来の「参加型開発」に対して r下から上

へ」の方向を持つ「開発における参加」を強識しているからである{問。一般に，地域住民が参加

する開発の実践の検討には，地域住民の学習過程が不可分に含まれていると考えられるが，それ

はこのような「下から上へJのアプローチをとる場合に明確になるものである。

オークレーは，それまでの「参加Jの解釈には「貢献としての参加j，r組織としての参加」お

よび「エンパワーメントとしての参加J の3つがあったことを指摘した上で，住民参加は「地元

住民のエンパワーメントに不可欠なものとして捉えられる場合にのみ」本物であると主張する。

そして，参加の実践に関する 3つの主要な「原員Lとして，①「住民が主役」であること，②「住
民の知識」を開発の基礎とすべきこと，③「女性を対等なパートナーとして位置づけることJ を

あげるo その他の館員立としては，④「長期間」にわたるプロジェクト，⑤「管理ではなく自治j，

⑥「住員参加に影響する構造的問題j，⑦「臨定的な目的でなく内生的な目的j，そして⑧「地元

の反応ではなく地元の行動」をあげている (40)。これらは，ブリ…ドマンがいう「エンパワーメン

ト」のための「オルターナティヴ、な開発」の考え方と基本的に重なっていると言えるであろう。

われわれの視点からして次に住居すべきは，オークレーが「参加の実践における主要素」とし

て①外部機関，②プロジェクト担当者，③プロジェクト集団，④組織，⑤教育的プロセス，@経

済的基盤の 6つをあげ，その中に「教育的プロセス」を含めていることである。実は，他の主要
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素の中にも教育的・学習的契機が含まれているのであり，それら全体を「社会学習」として考え

る必要があるのであるが，まず、この「教育的プロセスJ からみていくことにしよう (41)。

ここで彼は 2つの解釈の区別が大切であることを強調している。それは，従来の普及活動に

みられるような「構報としての教育J と，エンパワーメントの概念に密接に関連するという

識化としての教育」である。後者は，周知のように， P.プレイレの理論と実践によって発展して

きたものであり i住民の精神的孤立を打ち破り，深く染み込んだ無力感と劣等感を逆転させ，住

民が，みたままのことを説明・発雷・分析・計掘し，計画された行動を実行できるように備え」

て i開発における積撞的な関与のための基礎」となるものである。こうした理解については批判

もあったが i参加のプロセスにとって，意識化としての教育が重要な最初の土台であるという

解に対して挑戦する人はほとんどいない」と理解されている。

となると，教育的プロセスは「最初の土台」としての位置づけしかないのであろうか。しかし，

他方でオークレーは「参加は教育プロセスの一部J であるとも寄って，教育をより広い範閣で捉

えている。それは，狭い意味での「教育J の枠を超えた教育的活動が他の要素の中に見られるか

らであろう。

たとえば，上記の主要素のうちの「外部機関」は那としても iプロジェクト担当者 (project

agent)jは，喚起者 (animateur)，変革担当者 (change agent)，活動者 (activist)，促進者

(facilitator) ，媒介者(catalyst)，集団総織化担当者(grouporganizer) ，さらには教育者(educa柿

tor)や仲立人 (broker)などと呼ばれていて，チェンパーが強調していたように i村落住民の

ためでなく，村落住民とともに仕事をしよう」として，次のような役割をもった活動が期待され

ている。

すなわち，①危機の意識を引き起こすような「喚起J，cg: 住民が結束し連帯して，継続的に関与
できるような構造と組織をつくるような「構造化j，③企画された行動を実行できるように支援す

る「促進j，④地の組織やサービスとの紹介・連絡・調整をする「仲介j，⑤悶じような状況と問

題に直面している住民の間の連携を手助けする「結合J，⑥寵接的な役割から退き，徐々にプロジェ

クトの実効や運営をするよう住民を奨励する「撤退」である。

これらが地域住民の広い意味での学習を促進するものであり，したがってプロジェクト担当者

の地域社会教育実践であることは言うまでもないであろう o オークレーは，従来の参加型開発が

「専門家と村落住民との関係は，基本的に先生と生徒Jであったのに対して，上記のような「開発

における参加J を進めるプロジェクト担当者はこうした関係を打ち破ろうとしていることを指摘

している。

次に iプロジェクト集団j においては，プロジェクトの「受け取りメカニズムj (いわば「受

け皿j) としての集団と区別して i社会行動としての集団Jが注目されている。この社会行動集

団に共通な特徴として，インドにおける OXFAMの支援によるプロジェクト集団の研究に基づ

いて紹介されているのは次のような点である。つまり，①貧腐と低開発の原因に関する共通した

分析と，貧間庸のエンパワーメントをとおした社会変革の必要性に関する共通した信念，②理論

実践行動一宮察という共通した方法論，③5人から 20人の中核集団，④学校外教育，路上で

の接劇，指導者の訓諌，法律家補助員の訓練を含めた幅広い活動，。飲料水，融資，賃告権，

地の利用などに関する要求を推進するための活動，である。

これらの特徴のほとんどは iオノレターナティヴ、な開発」を進めるために必要な学習活動 i社

会学習j とそれらを援助する教育活動であることは明かである。ただし，その中心的な活動は，
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「意識化としての教育」とは内容も方法も異なる過程であることに注目しなければならないであろ

う。

また，集屈の進化におけるひとつの段階と考えられる「組織」においては，従来型の村落組織

に対して r参加のための組織」が考えられている。その特徴は，①土着の高島織様式に基づく，②

組織の有機的な成長，③内発的な進化，@構成員による自己運営，⑤行動の重視，⑥抑圧を避け

るための指導力と意志決定の再定義，⑦既存の構造への脅威，⑧小規模な構成員と参加，である。

このような参加型組織の本質として「教育，結合，継続的な躍動」を考えるオークレーは，その

発展と成長を特徴づけるものとして，当然のことながら r教育と訓線」を位置づけている。それ

は，そもそも「組織的な発展のプロセスは，基本的に，いかに組織を運営するかについて村落貧

困層が学習する教育的なプロセスである」と考えるからである。

さらに，参加のプロセスを飛躍させるための足掛かりとしての「経済的基盤Jについてである O

それまでNGOによる支援は「教育的な基盤と対比して，経済的な基盤にあまり重点をおかなかっ
た」が，それは「経済的便益を生じさせるだけでなく，参加のプロセスに関する他の側面が発展

できるような中核」として考えることもできる。「組織化の活動じ経済発展のためのプログラム

の間の二元論は，誤り J (パーシン)である。

こうして，参加のプロセスの重要な要素として位霞づけられた「経済的基盤の発展」について

は，次のような議論がなされていると雷う。すなわち，第1に，有形の髄益に関しては，動機づ

け，または証拠として機能するから，住民の積極的関与に役立つであろう。第2に，教育的プロ

セスと，具体的な行動の必要性とを関連づけ，資糠基盤と自信・連帯の両方を発展させる。第3

に，意識づくりの活動のみのプロジェクトからの離脱が進行している中で，参加促進の強力な焦

点を提供する。また，①昭人構成員ではなく，集盟全体の資源を増やすことになること，~住民

が将来において大きな責任を果たしうるような，プロジェクトの運営や実施に関連した技術と知

識を強化すること，③経捺システムに関する理解を促進し持来において経済システムとわたり

あえるように準備する，といった可能性も重要であろう。

もちろん，これらの可能性が現実化するためには，組織的・経済的運営の諸問題だけでなく，

既存の経済諸勢力との競争・対立にも立ち向かっていかなければならない。より重大なことは「個

人が利用可能な資濃の組合せに基づいた経済活動は，分裂的であり，プロジェクトの受益者のな

かに緊張と対立を生み出す」ということであろう。しかし，これらの諸問題を解決するための集

団的な活動に r社会学習」そのものが含まれているとも雷えるであろう。

以上のように，オークレーの言う「教育的プロセスJ から視野を拡げ r社会学習J，あるいは

日本の「社会教育」の視点にたってみれば r開発における参加」の過穂はほとんど社会学習とそ

れを援助・組織化する社会教育実践の展開過程として理解することができる。そのことは，参加

の方法や評価についてみればより明確であるo

オ}クレーは，参加の方法論は「まだ、実験の時期」にあると言いながら，次の「四つの原則J

があることを指擁する。第1に，プロセスを強調すること，第2に，認識づくりと経済的活動と

の均簡を確保すること，第3に，可能なかぎり地元を基盤として構築すること，第4に，住民と

プロジェクト職員との提起的な接触を維持すること，である。これに基づいてとられる道具(手

段)としては，①「経済的あるいは物理的な活動J，②「プロジェクト集聞の会合と議論J，③「ワー

クショップ，セミナー，あるいはキャンプJ，④「民衆演劇と歌J，@その他(サ…クル，小集問，

公開会議とキャンベーン)があげられている問。
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これらのうちの②から⑤が，社会教育実践において採用される方法であることを否定する人は

いないであろう。①では，-単純にそれが達成するかもしれない目標にとってのみ有益なのでなく，

集団の結束力，連帯，組織的技術を発展させるのを支援する方法として有意義」であると理解さ

れているところから，生産・労働学習として考えられていると言ってもよいであろう。

また，もっとも最近の関心として「いまだ未成熟期」にあるという「参加の評価」については，

「定震的であると同時に定性的j，，-静的でなく動的j，，-モニタリングの中心的な重要性j，そして

「参加型評価J の4つの「主要な原員しが指摘されている。とくに強調されているのは，-定性的

な評価」で、あり，それは記述的(自然主義的)，発見的，全体論的，帰納法的，解釈的であり，-プ

ロジェクトは躍動的で進化しており，あらかじめ設定された方向を必ずしもたどらない，という

仮説」に基づき，評価者と「プログラム参加者との，彼ら自身の環境における，継続的で緊密な

接触」が重要であるとされている(制。ここには，-社会学習」の過程志向的性格があらわれている

と言えよう。

「社会学習」の視点、からみて重要な原則は，実践では「自己評価」とも呼ばれている「参加盟評

価」であろう。それは参加の評価においては「地元住民が直接的に関与すべき」であること，と

いうよりも「住民が主役」であるべきであるという理解に基づいている州。そうした視点からの

評価活動はまだはじまったばかりであるとされているが，それは地域住民が地域の，そして自己

教育の主体となる過程としての「地域計画づくり j，，-地域生漉学官計画づくり J の実践に不可欠

なものと考えてよかろう。

以上のようにみてくるならば，-開発における参加」は地域社会教育実践の展荷過程そのもので

あるとさ える。しかしながら，オークレーは多くの開発プロジェクト，とくに NGOのそれに

おいては，理念や百標において地域住民のエンパワーメントをめざす「開発における参加j が強

調されたとしても，-方法論と評備に関する理解の不足Jがあること，-下から上へ」のアプロー

チの強みを「体系的に利用していないこと，この擾雑なプロセスについての知識と理解を構築し

ていないこと」を指摘している{刷。全体的に未熟であるとされているこれらの理論と実践の展開

こそ，-地域づくり教育」を構築するために必要なことなのである。

V 地域社会発展のための成人教育

さて，以上のような第三世界における「オノレターナティヴ、な開発」をめぐる議論をふまえて，

先進国における地域づくりとかかわる教育実践，すなわち「地域づくり教育Jへの方向をさぐっ

ていくことにしよう。

フリードマンは，オルターナティヴな開発が「豊かな掴」に対して提起している問いかけを考

察し，それは「グローパル・システム」にならなければならないと結論づけている(州。ヴェルヘ

ルストも，-農鏡の中の諜外」と「窮乏の中の疎外」を不可分のものとして考え，西歌でも「文化

的自立」をめざす内発的発展が必要であることを強調していた。

日本における「内発的発展論」は農村の地域振興にはじまり，中小都市へ，そして環境づくり

や文化運動と重なり合って，地域づくりの一般論として定着しつつある。しかし，それらにおい

て必要なものとして理解されてきている学習・教育活動については，本格的な研究が見あたらな

い。こうした議論が地域経済学者や財政学者，あるいは国擦的開発論者などによって提起されて

おり，必ずしも教育学者とくに成人教育学者によってではなかったことからすればやむをえない

ことであるかも知れない。
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しかしながら，これまでの検討からもうかがえるように i地域づくり学習」は従来の学習のあ

り方とは巽なった視点や内容・方法を必要とするから，成人教育学の立場から考えても，新たに

取り組むべき課題であると言える。それを推進するための教育は，制度化されて，自由主義的と

いうよりも保守的になる領向にある成人教育を革新するためにも必要なことである。それは成人

教育一般ではなく i地域社会教育communityadult educationJとして展開し，それを「地域社

会発展communitydevelopmentJと結びつけようとする時に成立する。

とくにイギリスやアメリカを例にとってみるならば， 1960年代にソーシャルワーカ…などを先

頭にして進められた貧臨対策， 70年代のコミュニティワーカーによる地域社会再建活動，そして

80年代以降のマイノリティ対策や「地域社会に根ざす教育community-basedadult educationJ 

などにおいて，地域社会発展に取り組む活動が展開され，そうした中で次第に，それらにかかわ

る成人教育の重要性が理解されるようになってきた。しかし，ここでこれらの経過をたどる余裕

はない。これまでみてきたことをふまえて，代表的な理論と実践にしぼってみていくことにしよ

フ。

まず，オークレーが開発にかかわる国有の「教育的プロセスj と寄った「意識化としての教育」

への取り組みである。とりあげるのは，プレイレの「意識化」の理論を適用し発展させようとし

た，カークウッド夫妻を中心とした実践である。それは， 1979年から 10年間にわたって，イギリ

スのエジンパラ市の労働者居住地区(ゴ…ジー・ダルリー)において「成入学習プロジェクト Adult

Learning Project，以下ALPJとして実施された。

ALPの実践過程の全体像はく表-1)によって示される。それがプレイレ理論の具体化であるこ

と(47)，そして地域社会発展の「最初の土台J (オークレー)であることはよく理解できるであろう。

〈霊祭-1) 成入学習プロジェクト (AしP)の実践過程

ALP担当者と共同探求者 10.新たな探求 過程を繰り返す

学習計磁への参加者と他の住民 9.行動結巣
問題にかかわる地域行動，新し
い組織の創造，個人的な成果

住民へ一般勧誘 8.学習計画
参加者募集，自分で話す，専門
家の説明，対話

ALP担当者，共向探求者，専門 7.カリキュラムづ、くり 主題の計爾づくり，専門家/技
家/技術者 術者への支持

悶前，プラス住民へ一般勧誘 6.コード解読
質問によるグループでのコ ド
の討論，テーマと対立の抽出

間前 5.コ ド表示
状況の選択と明確化，ヨ芸術家/
写真家への支持，関連づけ

ALP担当者と，共同探求者とな
4.共同探求活動

住民の面接，生活諸要素の観察，
る意主主のある者 諸発見の討論

ALP担当者 3.共同探求者の発見 個担別当訪者募問集，地域集会関儀， ALP 

間前 2. 1次資料の調査検討
地域探索，専門家，地域諸組織
等との結びつき

最初はALP担当者，後に住民/
1. 2次資料の調変検討

関書館，地方・中央政府省}y，
共i渇探求者 大学等の訪問

誰 カま 諸 段 階 立日 何

(出所 G.Kirkwood and C. Kirkwood， Living Adult Education: Freire in Scotland， Open 
University Press， 1989， p.6 



「地域づくり教育J への国警告的連関 169 

このプロジェクトをとおして，子どもための遊び場や，続のためのセンターづくり，文筆活動や

写真のためのワークショップ，あるいは失業者のための技能交換活動などの「地域行動」が創造

された。このようにして，学習→行動→より高度の学習，というサイクルが現実的に形成された

ことは， ALPの大きな成果であったということができょう。

しかし，ここで第9段階に位置している「行動結果」の学習的意味については明確ではない。

この学習計画においては，当初から何らかの行動が生まれてくることが期待されているが i行動

そのものについては加の問題である」とカ…クウッドは雪う。そこでは，自己理解，自己受容，

個人的成長あるいは社会的機能において一定の成巣があるであろうとして，あくまで個人的変革

を重視している。その結果について夫妻は，他の住民と協同で特別な問題に取り組んだり，地域

に新しい組織を創造したり，または自分自身の生活における個人としての行動変化になったりす

るであろうと述べているだけである倒。

それは，プレイレの「意識イ七」理論を前提にしたことの限界であろう。たしかに，意識化の実

践を「地域行動」に結びつけたことにカークウッドの積極性があるが i地域づくり教育j への発

展のためには，まさにここでの実践である「地域行動」や「地域組織づくり」を地域社会教育と

して位置づけるような展開が必要であった。

そこで，とくにアメリカにおける多様なマイノリティ社会での地域社会発展と成人教育の実践

の成果をふまえてll"地域社会発展のための成人教育』を体系化しようとしたE.ハミルトンを取り

上げて i地域づくり教育」への方向と課題を検討してみることにしよう。

ハミルトンによれば，アメリカ社会はいまや「制度的援助から地域の自助への移行期」にある。

こうした時代に，地域の改良というミクロなレベルから社会変革をはじめるものとして「地域社

会発展のための成人教育」を強調するのである。その主たる仮説は，究極的には地域社会発展に

つながるような成功的な「社会行動socialactionjは，地域社会の生活に影響を与えるような社

会的諸現象についての学習と，その学習を問題解決とそのための計画化に適用することにかかっ

ているということである付九

ここで対象とされているのは「地域社会にねざす成人教育」である。それは，学際的なもので，

「過程志向的なものj と「目的志向的なもの」の2つの次元をもっとされているが，注目すべきこ

とは次の2つの点である。

すなわち，ひとつに i地域社会にねざす成人教育」は「不定型教育NonformalEducationj 

と同義のものとされていることである(問。不定型教育の理解はクームスのものを前提にしている

のであるが，真に地域にねざした教宥のコントロールは地域住民の手にあり，それぞれの地域に

は固有の特殊な問題があるがゆえに，弾力的な不定型教育によらざるを得ない，と言う。その特

徴は i学習者中心的で，地域資漉を使用し，地域を志向する内容，援助者と学習者との水平的な

関係，部時的な焦点，包括的な年齢層にかかわるJ教育であるとされている。

もうひとつは，学習理論から言えば i社会学習sociallearningjにかかわるものであるとされ

ていることである則。社会学習は「経験との遭遇じ動態的な社会現象に適応し，それと調整す

ることによって得られる」もので，定型的教育ではなく，市民が批判的な思考をする技能を発展

させるような，非定型的教育と不定型的教育を含むとされている。それはまた i地域社会学習

community learningjと不可分のものであり，そこにおいて「学習は自己志向的で，経験によっ

て推進され，社会的な役割にかかわるものである」と理解されている。

それでは，地域社会発展のための成人教育はどのように展開するのであろうか。ここでは，ハ
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〈額一1> 地域社会発展モデル(巳ハミルトン)

分化した
発展

(出所) E. Hamilton， Adult Education for Community Develゆment，Greenwood Pr巴88，
1992， p.97 

ミノレトンがG.I.ディーンと W.D.ダウリングの「成人教育モデノレJを改良して作成したく図 D

の「地域社会発展モデル」の5段階を紹介しておこう(問。

第1段階は r覚謹一学習 開始」である。最初は 2~3人の侶人が問題に気付くところからは

じまる。情報を比較したり評備したりするためのインフォーマルな集まりがもたれる。より具体

的な資料が得られる見通しがあれば，次の集まりをもつことになる。この段階では，事実につい

ての共通理解を発展させるよう努力されるから r自己指導的学習self-directed learningJが進

行する。次には，問題を明らかにしたり，抗議したりするために地域社会の外部との接触が行わ

れる。問題の重要性を気付いた 2~3 の個人のかかわりの仕方によるが，グループを拡大して，

のちに「もとの中核グループ」と呼ばれるようなものが生まれる。

第 2段階は r組織化一学賢一計画化Jである。これは最も困難で時間のかかる段階である。組

織化の努力がはじまるが，それは一般市民をどれだけ教育できるかにかかっている。教育戦略は，

非定型的学習，不定型的学習，そして自己指導的学習が統合されたものとなる。これは，市民が

組織的活動に参加するにともなって自発的なものになる。中核グループに参加した市民が加わっ

て計踊化戦略がとられるようになる。地域社会内外から専門的な力量をもった者が求められ，特
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別な仕事につくことになる。情報が集められ，印刷物となり，大衆的支援によってより広い範盟

に知らされるようになる。

第3段階は r行動一学習 評価」である。この段階の主要なものは行動計調の実施である。最

初の局面では，地域社会発展の専門家，中核グループの構成員，専門的力量をもつもの，そして

市民の役割分担が問題となる。地域社会発展の過程を規定する諸要関のうち，どれを重視するか

が重要になる。専門家と中接グループが地域住民と当該の問題にかかわる職員との関の調整をし，

相互交渉をする。教育戦略は訓練:と能力形成のための教育の形態をとる。活動の直接的な利益を

分かち合い，地域内の対立を避けるためにコミュニケーションを改善するような「参調理評価」

がなされる。

第 4段階は r自律性の増大ーエンパワーメント Jである。以上の過程をとおして，グループへ

の確信とアイデンティティが生まれてくる。地域社会発展のコントロールと自己決定の結果とし

て，自律性が増大してくる。この段階になると，住民と中核グPループの水平的結合が拡大する。

グループの力量が高まったので，地域社会発展の専門家の役割は減少する。目的の達成は集団的

な活動の成楽であると理解されるようになる。そこから，グループのエンパワ…メントへの気付

きがおこるが，それはグループの問題解決への意志決定，何がなされるべきかについてのイニシャ

ティヴの結果である。

最後に第5段階は r分化した発展」である。グループが地域社会の生活に意味ある変化をもた

らすにつれて，地の方向への発展が生まれてくる。それには3つの方向が考えられる。第1は，

中核グループが組織の焦点、をいくつかの目標に拡大する場合である。それは他の紘織の館造につ

ながるような「分裂効果」を生み出す。多くの地域経済発展組織はこのようにして形成される。

第2は，中核グノレ…プが新しい問題と挑戦に取り組むために，もとの組織のまま存続することを

意志決定する場合である。第3は，中核グループがより強力で，資源豊かな組織，あるいはいく

つかの他の組織と合同する場合である。

以上のような展開をたどるモデルは，聞かれた，終わりのないモデルであり，諸段階は直線的

に説明されているが，相互規定的であり，連続的な活動であると考えられている。それは「組織

化」や「行動」をくぐって，地域住民が不断にエンパワーメントを遂げていく過程とみることが

できょう。ハミルトンはしかし，これらはこのモデルの長所であるが，それによって地域社会発

展の「過程」を評儲するのは難しく r主観的に推論」するしかないこと，実際には諸次元が重複

しているために，具体的な活動がどの設階かを決定するのは易しくないことが問題点であると

っている。

こうした問題点が生まれてくるのは，国式的なモデルの欠臨というだけではなく，地域住民の

かかえている矛盾，それを克服していく学習過程そのものの展開論理が明らかではないからであ

ると考えられる。そこでは，事実上，組織的発展に重点があり r行動」そのものの内実にふれて

いないことが問題となろう。たとえば「分化した発展J としてしか位鷺づけれていない「地域経

済発展組織」の展開，そこに含まれている生産・労働学習は r地域づくり教育J に不可欠の学習

過程であるが，その位罷づけはない。

しかし，ハミルトンはそれ以前に，どのモデルを選択するかという際に，基本的に異なった哲

学にもとづくアプローチの差異があると言う。ここで彼が前提にしているのは r技術的援助J，

f自助J，そして「対立」の3つのアプローチである。それはく表-2>のように理解されている。

もっとも，現実的な問題解決のためにはこれらのどれかひとつのアプローチだけでは不十分で
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〈表一2> 地域社会発展の3つのアプローチ

アプローチ 市民の態度 当局との関係 地域の社会経済的水獲 目的・過程の強調

低い専門性，より効 権力構造との協調，
下位の中流賠級，一

技術的支援
率的サービスが必要 良好な結合

時的住民，高度の依 自的が最も重要
存性

偲人関の結合を必要 参画型民主主義を拡 中流階級，高水準の
自 助 とする，非綴織的な 充する試みとして恐 教育，ホワイトカ 過程が支配的

市民 れられる可能性 ラー労働者

抑圧され無視されて 権力にとって決定的
低位階級，貧困労働

対 ムムL 
いる市民，変化を引 な恐怖，不信および 目的と過穏が重要き起こすようなグ 者と失業市民
ループの団結の必要 樹立関係不足

(出所) <臨-1)に悶じ， p.104 

ある。ハミルトンは r長期的には，これらのアプローチを接合化し，段階的に実施することが最

も効果的な地域社会発展戦略になるであろう }53)と述べている。しかし，これらをどのように関係

づけるのか，また，上述の5段階の発展モデノレとどのように関連するのか，といったことにはふ

れていない。頼型的な把握と発展段階的な理解の二冗論になっているのである。

このように，地域社会発展にかかわる成人教育は，一方では，その発展過程において理解され

なければならないが，他方では，アプローチの異なる諸実銭モデルを関連づけるような構造的な

理解を必要としている。問題は，これらをいかに統ーしていくかであり，具体的な実践過桂にお

いてはそのことが関われるであろう。章を変えて，そうした方向をめざしていた地域社会教育実

践をみていくことにしよう。

VI 地域社会教育実践の展開

先進諮問において成人教育が，地域経済発展を含む地域社会発展にかかわってくるようになる

のは，オイルショック後， 1970年代後半からの構造不況が深窮化し，それに対する対応が求めら

れてくるようになってからであると言える。筆者は 70年代末以降を「地域づくりと協開運動の時

代」と特徴づけてきたが，こうした運動じ地域社会を悲向する成人教育の展開の接点に「地域

づくり教育」が成立するのである。

もちろん，成人教育が地域社会へと展開しようとする際に「地域づくり教育J が生まれるとし

たら，そうした事例はかなり以前からある。ここでは地域経済発展にまでかかわった典型として，

1920年代から 30年代にかけて，カナダの漁村ノヴァ・スコッシアで，カトリック系の盟フランシ

ス・ザ、ビヱノレ大学の大学拡張部によってに展開された「アンティゴニツシュ運動」をあげておこ

ぷ (54)ノ。
それは当時の大学拡張運動とキリスト教社会主義的な協陪組合運動との結合であった。その運

動を支えていた妻基本原理は，①個人の必要が第一義的である，②社会改東は教育からおこる，③

教育は経済からはじまる，也教育はグループ活動によってなされなければならない，⑤効果的な

社会改革は，社会・経済的制度の基本的な変化を含む，⑥運動の究機的目的は，地域社会のすべ

ての人々の十全で豊かな生活である，ということである (55)。ここには，オークレーが言及してい
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たような高島識的・経済的活動の教育的意義がふまえられており，明らかに，それまでのリベラル

な大学拡張運動を超えた革新的な内容をもっているということがわかるであろう。

それは，教育運動ニ協同組合運動としての成人教育の進め方にもあらわれている。主なものを

あげれば，①成人教育の主要な方法としての「大衆集会j，②そこから生まれた小集団学習組織と

しての「学習クラブ(討論サークル)j，③スカンジナビアの民衆学校に学んだ「リーダ…シップ・

スクールj，④地域社会組織化や協同組合管理のための「訓練コ…スj，⑤地域社会の諸問題に関

する新たな知見獲得のための「短期コースj，⑥労働運動・協同組合運動・女性運動のリーダーた

ちのための「週末学校j，⑦ラジオ方法を利用した学習集団としての「ラジオ聴取グループj，⑧

誰でも参加できる草の根の「台所集会j，⑨とくに労働組合運動家のために，労働者が選択したテー

マで進められる「産業学習集会j，⑩地域から州、|を越えたレベルまで，多様な経験を交流しあう「会

議j，⑪コミュニティワークにかかわろうとする人たちのための「神学校職業セミナ…j，があ

る{問。これらの多くは，戦後における地域社会教育にとっても基本的な方法であるO

以上のようなアンティゴニッシュ運動は，現段階における「地域づくり教育」の模開にも大き

な教訓を与えていると言えるo しかし，その成立のためには，当時とは比較にならないほど自由

主義的・改良主義的成人教育が普及し r生漉学習時代」が叫ばれるようになった今日，それらを

乗り越えるような革新的な地域社会教育実践を必要とする。

この点で先駆的な実践が， T.ラベットを中心に展開された，イギリスのリパプーノレとデリーで

の地域社会教育であった。すなわち， 1968年から 71年にかけてリパプールで実践された「教育優

先地域EPAjプロジェクトと， 1977年から 81年にかけてデリーで取り組まれた「地域行動調査

CAREjプロジェクトである。ラベット自身の実践モデルによれば，前者は「地域開発community

developmentモデルj，後者は「地域行動communityactionモデル」の実践である{問。

「地域開発モデル」は，リベラルな視点から地域社会に成人教育を提供する組織的条件整備をす

る「地域組織communityorganizationモデノレ」を超えて，より積極的に地域社会にかかわろう

とする改良主義的なモデルで r権相剥奪された地域」において展開される「地域開発とコミュニ

ティワークの接合」であると考えられている。はじめは情報提供，諸資源整備あるいは助言活動

などが行われ，次いで調査活動や教育訓練が加わっていく。教育は関連する諸機関の職員に対し

ても実施され，コミュニティワーカーと地域リーダーだけでなく，企画担当，ソーシャルワーカー，

諸国体職員むけの学級・講座が組織される。こうして，彼らの間のネットワークが生まれ，当該

地域の諸問題に取り組むサービス諸機関の調整，さらには対話や討論が組織されるのである。

これに対して「地域行動モデル」は，より京新的なもので，地域住民自身が「なすことそとお

して学ぶ」という地域行動の教育的性格を重視する。プレイレのいう「文化行動」が念頭におか

れるが，対話と討論による意識化だけでなく，地域行動，家族や地域社会における価値規範や態

度の変化を重視する。したがって，地域社会芸術，地域メディア，地域出版，著作活動ワークショッ

プなどが教育過程において重要な役割を果たすものと考えられている。これらの一部は，カーク

ウッドの実践の中に現実に含まれていたものである。こうした活動を通して，オルターナティヴ、

なものを創造・再創造し，信分たちの日常生活を集出的にコントロールし，下から新たな社会を

創っていく方向がめざされるのである。

これらの実践それぞれについてはすでに紹介したことがあるので(58)繰り返さないが，これまで

検討してきたところからふれておくべきことは，次の2点であろう。第1は r地域開発モデルJ

から「地域行動モデル」への展開過程であり，第2は r文化行動」から地域社会発展に直接かか
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わる「地域行動j，さらには「地域づくり」への発展方向であろう。

まず，前者である。 1972年にラベットはリパプールからデリーに移り，アルスター新大学の継

続教育研究所で「地域社会志向型教育」を展開する。その至u達点がCAREプロジェクトなのであ
る。したがって，この「地域社会志向型教育」が開モデノレの橋渡しをする位置にあると雷える。

この時期の実践については， 1977年， CAREプロジェクトの最初の仕事として，それまでの実践
の総括がなされているので，それによって概要をみておくならば次のようである(59)。

継続教育研究所の地域社会研究部門が，地域諸グループや関連労働者に対して取り組んだ地域

社会教育実践は次のようなものであった。第1は研究会議で r政治と地域行動J，「デリーのコミュ

ニティワークj，rデリ…再開発計画j，r将来の発展方向」などが議論されている O 第2はワーク

ショップで rボグサイド地区協議会の役割と機能j，r協開組合の役割j，r社会サービス諸機関の

役割Jなどがテーマである。第3は学級ないしセミナーで r地域社会とその開発j，r家族と地域

社会j，rコミュニティとは?j， r就学前学習グ勺レ…プj，r地域放送と地域行動j，r教育とコミュ

ニティワ…クj，rアイルランドにおける社会的・経済的自助j，r福祉の権利と便主主j，r地域行動:

実践的アプローチ」などをめぐってのものである。

こうした活動をとおして得られた教訓としては，次のような点があげられている。第1に，地

域社会の人々は，教育実践者や研究者に対して懐疑的であるということである。教育実践者は人々

に何かを教えようとするが，人々にとってそれは非現実的で学術的すぎる O したがって，第2に，

教育実践者は地域社会により密接にかかわり，その必要に敏感になるべきであるが，人々の教育

必要ははじめから明らかでない場合が多く，彼らと対話する前に教育者自身が教育されなければ

ならない。第3に，何が必要かについては外から注入しではならず，関連する人々の間での対話

と討論によらなければならない。

第4に，映画・テープ・テレビ・ラジオなどは，より深い問題についての討論を促進するのに

有益であると問時に，地域行動に参加していない人々に対しても効果的である。これらを通して

行動と省察の相互関係を創ることができる。第5に，行動は必ずしも学習と結びつくわけではな

く，省察なき行動は無益であり非生産的でもある。この点は地域活動から学んだ最も重要な教習11

であるとされている。

こうした教訓をふまえ，成人教育者の実践の展開過程は次の5つの段階を経るものと整理され

ている。すなわち，①地域行動にかかわる人々が経験と問題をわかちあうための出会い。成人教

育者はそのような対話と討論ができるような場を創る活動をする。②地域諸グループとともに具

体的なサービス提供にかかわっている人々が，特定の問題を議論するための会議。@特定の地域

グループの仕組みと目的を吟味するためのワークショップ。窃コミュニティワークがかかわる特

定の領域に関する知識と技能を提供するセミナー。⑤地域行動とその背景，百的，社会における

役割，他の経験などを批判的に吟味するためのセミナーとワークショップ(省察的で分析的な段

階)。これらに加えて「宿泊型のワークショップ」の教育的意義も強調されている。

全体として，教育的対応は広範で，弾力的なものでなければならないとされている。具体的に

は，状況にあわせて既存のものを組み合わせるだけでなく，新しい教育的状況を創造すること，

制産的なものとより実接的なもの，あるいは批判的な討論や省察と，方法的・技能形成的・構報

提供的な「手段的教育」とを結合することなどが指摘されている。

このような「地域社会志向型教育j は，文化活動を重視する下地域行動モデル」につながって

いる。ラベットはこうした実践を，のちに「地域行動モデル」と思別される「文化行動モデノレJ
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と呼ぶようになる。それはたしかにプレイレの「自由のための文化行動j，すなわち，第三世界の

人々が「疎外された文イ七」を克服し r自分のことばを話す権利，自分自身であろうとして，自分

の運命の方向を自分で定める権利」をわがものとするための「認識行為」としての教育論側を理

論的前提としている。しかし，識字活動の範閤を大きく越えた社会的実践としての文化活動を展

開し，単なる「認識行為J以上のものに踏み込んでいる点で，ラベットの実践の創造性をみるこ

とができる。

それでは，それ以外の地域社会発展にかかわる教育訓練活動はいかなる展開をしていくことに

なるのか。「地域社会志向型教育」の展開は，成人教育の方法としてみれば，既述のアンティゴニツ

シュ運動の発展とみることもできょうが，後者が協同組合運動をとおして地域経済の発展そのも

のと直接的にかかわっていったところに大きな違いがあり，そうした活動とのかかわりは残され

た課題となっていた。

CAREプロジェクトが基本的に理性形成をめざすものであったこと，その意義と棋界について

は，すでに別のところでふれた(61)。

CAREプロジェクト以f灸のラベットの実践は rアルスター・ピープルズ・カレッジ」に集中し

ていく。そこで地域社会発展にかかわる実践は，組織的な発展にかかわる「地域社会発展commu-

nity developmentjと，経済的発展にかかわる「地域経済発展communityeconomic develop嶋

mentjに分化していく。この2つをあわせて，広義の地域社会発展と言うことができる(問。それ

は，組織的発展と経詩的発展の結合の重要性を指摘したオークレーの提起に応えるものであり，

アンティゴニッシュ運動の現段階的発展でもある。このことによって r政治研究」の領域も区別

されて位寵づくようになり，地域社会発展をより広い視野から学習することを援助する「社会行

動モデル」へと連続するようになったことも注目されるであろう。

かくして，当初の改良主義的な「地域開発communitydevelopmentモデル」は，事新的な「地

域行動モデル」を展開することによって， 1980年代末には間有の「文化行動モデルJを生みだし，

この結果「地域行動モデルJに萌芽的に含まれていた実践も内容的に分化し， 90年代には，組織

的な「地域社会発展J と経済的な「地域経捺発展j，さらには「政治的研究J とを区別しながら，

前二者の統ーとしての新たな可也域社会発展communitydevelopmentモデル」を創造しつつあ

る。

以上のようなラベットの理論と実践の展開は，ハミルトンにおいては二冗的であった類型論と

発展段階論を統一していく方向を示しているという意味でも貴重な経験であったということがで

きるであろう (63)。

m おわりに一一過程志向的構造分析へ

これまでの検討によって，本稿に苦う「地域づくり教育」が，日本の地域づくり(内発的発展)

からも，第三世界のオルターナティヴな開発からも，そして先進諸霞における地域社会発展や地

域社会教育からも求められており，現段階はその胎動の時期であるということが明らかになった

と思われる。

本稿ではまずIIにおいて，日本を中心に展開してきた「内発的発展論J をとりあげた。それは

もともと，調欧型開発モデノレを批判し，貧臨な園や地域におけるアイデンティティを主張するも

のであったがゆえに，経済的自立以上に「文化的自立」を求めるものであった。それゆえ内発的

発展論を紹介した社会学者・鶴見和子は「多系的発展J を強調するのであるが，地方自治・地方
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財政学者である宮本憲一は住民自治論や環境経詩学に位置づけることによってオルターナティヴ

な「地域づくり」のあり方として提示し，その中で社会教育の重要性を指講するようになった。

それは，筆者が「現代的理性」形成の自己教育活動とした学習活動と重なりあうものであった。

その後，内発的発展論は地方財政・地域経済学者の聞にひろまって一般北していくが，社会教

育の位置づけは低くなる。しかし，内発的発援の典型例としてあげられている地域の実践におい

ては社会教育が重要な役割を果たしており，経済主義的・客観主義的理解を批判する守友梅ーは，

上原専隷のいう「課題化認識」の重要牲を強調している。筆者の理解からすれば，それこそ意識

化や自己意意識化と底部される理性形成の論理の基本的特徴であり，研究者ではなく地域住民が

そうした認識を獲得し発展させていくプロセスが「地域づくり教育J において重視されるべきで

あったO

IIIでは内発的発展論を生み出した第三世界の開発論を吟味した。まず注呂したのはチェンパー

スの「学びにおける逆転」の主張であった。それはアウトサイダーとしての開発担当者がぎりぎ

り伺ができるかに迫るもので r貧しい人々のエンパワーメント」に必要な自己教育活動を位置づ

けるために不可欠な実践であった。認識だけでなく意識，さらには行動を変革することが必要な

のは開発担当者だけでなく地域住民自身であり，それをくぐってはじめて「地域住民とともにあ

るJ開発が成立し，そこに「地域づくり教育」が位置づけられると言える。

そこでさらに地域住民の「集団的エンパワーメント」としての「オルグ…ナティヴな開発」を

主張するフリードマンに注践してみた。彼は，そうした開発において「社会(的)学習」が重要

な役離を果たすことを指摘しているoそこでは専門家と地域住民の「相互学習j，経験と理論の「創

造的な緊張関係j，r肯定的な自己像J獲得のための学習 r築面的行動による学習j，プロジェク

ト「評価」活動などの重要性が指摘されていたが，それらはなお分散的であり，これらを相互に

関連づけ，動態的過程において編成するような「社会学習J の体系化が求められていた。

このことをふまえてWでは，オルタ…ナティヴな開発にかかわる「社会学習」の展開論理をさ

ぐるべく「参加型開発」の諸実践を整理して「開発における参加」過程における教育プロセスを

位置づけていたオークレーの議論を取り上げてみた。彼の言う「教育プロセスj そのものは，プ

レイレの「意識化」の実践であり，参加過裂の「最初の土台」となるものであった。しかし，地

域住民の参加という視点から検討された開発過躍の理解では，意識化を越えた「社会学習j r地

域づくり学習」を進める活動を重視している。

たとえば，集会・小集団学習・ワークショップ・セミナー・民衆潰離などに加えて，教育と訓

練の結合，開発のための住民組織づくり，経済活動の学習的意味をふまえた生産・労働学習，さ

らには地域計酪づくりにつながる「評価」活動などが重視されている。このような「開発におけ

る参加」の理論と実践はなお全体として未成熟であるとオークレーは寄っているが，これらの学

習活動こそ「地域づくり教育」構築につながるものであると言える O

以上のような第三世界におけるオルタ…ナティヴな開発に伴う「地域づくり教育」への動きは

先進諸臨でも確認することができる。社会的な不利謎を受けている地域で，地域住民の自立や地

域の内発的発展をめざして展開された開発や地域社会教育においては，多かれ少なかれ同様の展

開をみているのである。 Vではまず，プレイレの「意識化」論を適用したカークウッド夫妻の「成

人学費プロジェクト」をみた。それは事実上，学習→行動→高度の学習のサイクルを生み出すも

のであったが r地域組織づくり」や「地域行動」それ自身の学習的な意味は明らかでない。これ

らを地域社会教育として位置づけるような実践が求められていたといえる。そこで現局面におけ
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る到達点、として，アメリカの多様なマイノリティ社会で展開された実践をふまえて r地域社会発

展のための成人教育J を総括したハミルトンの研究をとりあげて検討した。

ハミルトンによれば，そうした成人教育は「地域社会にねざす成人教育」で，定型的な成人教

育に対置される「不定型教育」であり，学習論的には「社会学習」である O その発展モデルは覚

醒→手乱織化→行動→自律性増大(エンパワーメント)→分化，と展開するが，開放的なものである O

これらは「地域づくり教育Jの側面をもっている。しかし r行動」の内実と，その学習過程展開

の論理は必ずしも明確ではない。のみならず，この発展モデルとは別に，技術的援助・自助・対

立の3つのアプローチが指摘されているが，それらの相互関係にはふれられていない。類型的把

躍と発展段階論的把撞の二元論である。

そこで最後にVIにおいて，地域経済発展を含む地域社会発展をめざす地域社会教育実践の事例

によって，このニ元論を克服する方向を検討したみた。先駆的な事例としては，大学開放運動と

協開組合運動を結合した戦前のアンティゴニツシュ運動があるが r地域づくり教育」の成立のた

めには，こうした実践を今日の状況の中で，革新的かつ創造的に展開することが必要である。

それに応える実践はラベットによって展開されていた。彼の言う「地域組織モデノレJ から「地

域開発モデル」への展開は，なお地域社会の教育的改良をめざすコミュニティワーカーの実践に

留まっていた。しかし，地域行動の省察からはじまる「地域行動モデルj の展開は，一方で，地

域社会における文化創造・再創造活動を含む「文化行動モデルJ を明確にしつつ，地域社会発展

さらには地域経済発展を位置づける「地域づくりモデル」というべき実践を創造していた。それ

は，地域社会での実践をより広い携野から理解することをめざす「社会行動モデル」へとつなが

るものである。

以上のような展開は，地域社会発展と地域社会教育の発展過程であり，同時に諸モデルが相互

に必要としあい，不可分に関連しあう構造的連関にあることを示すものである。つまり，この経

験は，地域社会教育実践を検討していく方法として，類型論と発展段措論の二元論を克服する「過

程志向的構造分析J とでも言うべき方向を提示しているのである。

実践としても，こうした関連構造の中ではじめて「地域づくり教育j を位農づけることができ

るのである。なぜならば，不定型教育としての「地域づくり教育」は，これまでにみてきたよう

な臨有の実践領域をもちながらも，定型教育と非定型教育を媒介し構造化するものとして，それ

ぞれの地域における教育構造にあわせて多様な実践モデルを組み合わせて展開するものと考えら

れるからである。

このことを含めて，本稿でみてきたような地域社会発展と地域社会教育の園擦的な動向は，成

人教育・社会教育の重要な領域として r地域づくり教育」がまさに誕生寸前であることを告げて

いると言えよう。

本稿で「胎動J と言ってきたのは，実践的な領域としても理論的な領域としても，それが未だ

確立され，一般的に理解されるようなものとなってはいないからである O しかし，地域づくり教

育は地球的規模で必要とされてきているというだけでなしその自的も内容・方法や組織につい

ても，それぞれ部分的・分散的ではあるが，冒頭で述べたような特徴をもつものとして理解され

るようになってきている。それは今後の生涯学習・成人教育や社会教育の発展にとっても機軸と

なる領域であると考えられる (64)。
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